
令和５年度就労・生活支援センター ほっと 事業報告書 

   

１ 総括    

障害者差別解消法による合理的配慮の取り組みをはじめ、近年、障害者の就労支援に関する法制度の

整備が進められている。さらに、令和６年４月の法定雇用率の再引き上げや、精神障害者の法定雇用率

カウント義務化などにより、障害者雇用の売り手市場化の傾向は今後も続いていくと考えられる。 

当センター登録者における企業就労者数は５年度当初の４２９名から年度末の４２０名とほっと開設

以来初めて減少となり、新規入職者数も前年度比で減少してはいるものの、４００名以上と高い水準を

保っている登録者の職場定着支援は近年と変わらず大きな課題となっている。職場訪問等の支援は、課

題のある方への対応を中心に行い、効果的な支援が行えたが、相談のない方や安定して就労している方

の職場訪問は十分に行えなかった。定着支援における緊急的な対応と定期的な状況確認のバランスをど

のように図っていくかが毎年の継続した課題である。 

もう一つの課題として精神障害の方の相談への対応強化があげられる。登録者の半数近くを占める発

達障害を含めた精神障害の方（表－１）の相談件数全体に占める割合が登録者数の割合と比較して高く

なっている。相談内容のほとんどが就職活動の前段階となる生活リズムの構築や気持ちの安定化、社会

性等の向上等に関するものであり、相談者との関係性の構築を含め解決に時間を要するものである。他

の業務とのバランス、職員のスキルアップ、関係機関との連携等さまざまな取組みが必要と感じている。 

 

表－１．障害別登録者人数 

  令和４年度末 

登録者 

令和５年度 

新規登録者 

令和５年度 

登録解除者 

令和５年度末 

登録者 

知的障害 ２７４名 ２０名 １８名 ２７６名 

身体障害   ４３名    ５名    ６名   ４２名 

精神障害  ３１２名   ２６名   ３４名  ３０４名 

手帳なし ０名    ０名    ０名 ０名 

合計 ６２９名   ５１名   ５８名 ６２２名 

 

２ 事業主体 

  １）施設名   小平市障害者就労・生活支援センター ほっと 

  ２）事業種別  区市町村障害者就労支援事業 

  ３）所在地   小平市大沼町２－１－３ 未来ワークセンターⅠ内 

  ４）経営主体  社会福祉法人 未来   

５）利用登録者数   ６２２名（令和 ６年３月３１日現在） ※前年度末 ６２９名 

６）法人認可年月日  平成１４年１２月１１日 

７）事業開始年月日  平成１９年 ４月 １日 

８）職員 １０名 （令和 ６年３月３１日現在） 

施設長 １名 （就労支援コーディネーター兼務） 

就労支援コーディネーター ４名（市内障害者施設販売促進事業担当兼務） 

生活支援コーディネーター ４名 

     地域開拓促進コーディネーター １名 

 

３ 基本理念   一人ひとりの自己実現の支援 

互いの尊厳の尊重と信頼関係の構築 

安心と希望の持てる生活 

 

４ 基本方針 

就労に関する相談および支援を希望する障害のある方、障害者雇用に関する相談および支援を希望す

る事業者を対象とし、相談者の個々のニーズに応じた支援・助言を行う。 

 



５ 事業内容 

１）相談（来所および電話） 

（１） 就労および生活全般に関する相談の受付 

（２） 就労支援機関および障害福祉サービス事業所の説明・紹介 

（３） その他、相談者のニーズに応じた情報提供 

 

２）就労支援 

（１） 相談者、家族の就労・生活支援に関するニーズの聞き取りと把握 

（２） 障害福祉サービス事業所および関係機関の見学、同行、実習等の支援 

（３） 企業面接および実習への同行支援 

（４） 就労後の職場定着・継続のための支援 

（５） 特別支援学校、職業訓練校新卒就労者の就労先企業との支援引き継ぎによる連携 

（６） 離職に向けた支援、退職後の支援 

 

３）生活支援 

  （１）暮らし全般にわたる支援 

  （２）金銭管理、住居、余暇活動、各種手続きに関する支援 

  

４）企業支援 

（１）障害者雇用への理解・啓発、情報提供 

（２）就労・生活支援センターの業務・役割の説明 

（３）就労者１人ひとりに応じた具体的支援の提案 

 

５）その他 

（１） 小平市役所庁舎内実習（業務委託） 

（２） 多摩済生園での企業内訓練事業（業務委託） 

（３） 市内障害者施設製品販売促進事業（業務委託） 

（４） 市報の広報ボックス配布事業（業務委託） 

（５） 支援センター内交流スペースの開設 

（６） 就労者交流会の開催（年４回） 

（７） ほっと就労支援連絡会の実施（年５回） 

（８） 地域開拓促進コーディネーターによる地域企業開拓 

（９）就労・生活支援センターのＰＲ、「ほっと通信」の発行（年４回） 

 

６ 連携体制 

１）小平市役所、小平市地域自立支援協議会 

２）登録者の所属する障害福祉サービス事業所 

３）地域生活支援センターあさやけ、自立生活支援センターひびき 

４）小平商工会 

５）権利擁護センターこだいら、ＮＰＯ法人あらかると 

６）ハローワーク立川専門援助部門・雇用指導官および登録者居住地域のハローワーク 

７）東京障害者職業センター多摩支所 

８）登録者就労先企業・事業所 

９）特別支援学校、定時制高校、サポート校などの教育機関 

１０）東京都立多摩総合精神保健福祉センター、多摩小平保健所 

１１）国立精神・神経医療センター病院などの関係医療機関 

１２）都内就業・生活支援センター及び就労・生活支援センター 

１３）国立職業リハビリテーションセンター、東京障害者職業能力開発校等の職業訓練校 

１４）その他個別の支援に必要と思われる機関 

 

 



７ 重点課題・目標に対する成果と課題   
１．活動  

１） 生活リズムの構築・不安の解消など、相談者の生活充実のための支援 

①面談、電話相談等による相談者との関係構築、支援方針の共有 

②職員間の情報共有等による重層的、効率的な支援の実施 

③医療的なアプローチが必要な相談者の通院同行等の実施 

④障害福祉サービス事業所等関係機関とのケース会議の実施 

【成果と課題】  

① 相談者と来所面談、電話・メール等による相談を行い、相談者が安心した生活が送れるよう

関係構築と支援方針の共有に努めた。相談者との信頼関係は全般的に構築されていると感じ

ている。 

② 新規相談や課題の多いケースについて、週１回の職員会議等で情報を共有し、支援の方向性

の確認を行った。複数の職員で相談者に対応する体制づくりに取り組んだが、相談件数が多

く職員１名の体制になることが多かった。 

③ 生活への不安やストレスなど精神面についての相談のうち、医療との連携が必要と判断した

相談者の通院同行に取り組んだが（１２名）、本人の同意が得られない（４名）、通院が土曜

日に限定され、職員体制上通院同行が行えない（３名）等の理由で十分な支援が実施できな

いケースもあった。これについては、毎年の課題となっている（表－２）。 

④ ほっとや関係機関が必要と判断した相談者に対して、本人の同意を得てケース会議を実施し

た。職員体制が追いつかず、必要な相談者のうち、十分な支援が実施できなかったケースも

あったが、ケース会議を通じて支援方法について関係機関と有益な意見交換を行うことがで

きたと感じている。（表－３）。 

 

表－２．通院同行支援実施人数（延べ回数） 

＜令和４年度＞ 

 知的障害 身体障害 精神障害   合 計 

支援が必要な人数  ５名   １名 １２名   １８名 

支援実施人数 

（延べ回数） 

４名 

（５回） 

  １名 

（１回） 

８名 

（１０回） 

１３名 

（１６回） 

 

＜令和５年度＞ 

 知的障害 身体障害 精神障害 合 計 

支援が必要な人数  ３名   １名 １５名 １９名 

支援実施人数 

（延べ回数） 

２名 

（２回） 

  １名 

（１回） 

９名 

（１０回） 

１２名 

（１３回） 

 

表－３．ケース会議実施人数（延べ回数） 

＜令和４年度＞ 

 知的障害 身体障害 精神障害   合 計 

支援が必要な人数 １１名 １名   ８名   ２０名 

支援実施人数 

（延べ回数） 

 １１名 

（１９回） 

  ０名 

 

  ８名 

（１０回） 

  １９名 

（２９回） 

 

＜令和５年度＞ 

 知的障害 身体障害 精神障害   合 計 

支援が必要な人数 １１名 ０名 ７名 １８名 

支援実施人数 

（延べ回数） 

    ９名 

（１４回） 

  ０名 

 

  ５名 

（６回） 

  １４名 

（２０回） 

 



 

２）相談者の現状やニーズに合わせた職業準備支援の実施 

職業準備が必要な相談者に対して、一人ひとりの現状やニーズを把握し、本人の希望する就

労に向けて就業能力、社会性、ストレス耐性など職業生活を続けていくうえで必要な力を伸ば

すため、障害福祉サービス事業所や企業内訓練など、その人にあった職業準備支援を紹介し、

事業所等と連携し支援を行う。 

【成果と課題】  

ほっと登録者で在宅の方１００名程度のうち、日中活動利用を希望した方３４名に障害福祉サ

ービス事業や企業内訓練・職業訓練など提案し、１７名が利用を開始した（残り１７名は利用に

至らず、支援継続中）。ほかは、体調不良や障害福祉サービス等を利用せず自身での求職活動を

希望しているなどの理由で、現在のところ日中活動等の利用を希望していない（表－４）。 

     

表－４．支援実施後の進路（令和６年３月３１日現在） 

 令和４年度 令和５年度 

支援実施人数 ４５名   ３４名 

＜内訳＞ 障害福祉サービス事業利用 

     企業内訓練利用 

     職業訓練利用 

     利用せず（在宅） 

１６名 

１０名 

４名 

１５名 

   ９名 

   ６名 

   ２名 

  １７名 

 

 

３）求職者のための就労支援の実施 

一般企業等への就労希望者に対して、丁寧なマッチングを図り就職のための支援を実施す

る。また本人のニーズや必要性に応じて、ハローワークでの求人検索同行、応募書類の書き

方の助言、面接・実習同行を実施する。 

【成果と課題】  

     ５年度の新規就職者数は５９名（表－５）で、前年度と比較すると減少している。このう

ち就労希望者本人が自分で求職活動を行って就職した方が３２名と最も多く、この傾向は毎年

同じである。また、ほっとの支援による就職者数も前年度比で減少し、１５名であった。（表

－６）。 

 

表－５．新規就職者数 

 令和４年度 令和５年度 

本人が求職活動を実施し

たことによる就職 
 

 ４０名 

 

３２名 

ほっとの支援による就職 １８名 １５名 

特別支援学校新卒 １４名 ９名 

就労中の転入者数   １名   ３名 

合計  ７３名 ５９名 

 

表－６．新規就職者のうち、ほっとの支援による就職者の状況 

① 障害種別 令和４年度 令和５年度 

知的障害   ４名 ５名 

身体障害 ２名 ０名 

精神障害 １４名 １０名 

手帳なし   ０名   ０名 

合計（単位：名）  １８名 １５名 

 

 



② 組織形態別 令和４年度 令和５年度 

一般企業  １０名 １２名 

特例子会社 ５名 ２名 

就労継続支援Ａ型 １名 １名 

その他   ２名   ０名 

合計（単位：名）  １８名 １５名 

 

③ 職種別 令和４年度 令和５年度 

事務（補助）   ５名 ４名 

調理（補助） １名 ０名 

清掃  ５名 ３名 

品出し  ３名 ３名 

倉庫内作業 ２名 ０名 

軽作業   ２名   ５名 

合計（単位：名）  １８名 １５名 

 

④ 雇用形態別 令和４年度 令和５年度 

正規雇用   ０名 ２名 

正規以外 １８名 １３名 

合計（単位：名）  １８名 １５名 

 

⑤ 就労時間別／週 令和４年度 令和５年度 

３０時間以上  １３名 ６名 

２０～３０時間 ３名 ８名 

２０時間未満 ２名 １名 

合計（単位：名）  １８名 １５名 

 

 

４）定着・継続支援の充実 

① 効率的・効果的な支援の実施 

 職場定着初期段階の新規就労者や課題が見られる相談者については、職場訪問など集中的に

支援を実施する。 

② 課題に対する予防的措置 

相談者や企業の訪問、電話連絡等により課題の早期発見対応に努める。また、相談等なく、

一定期間状況把握ができていない相談者については、電話連絡等で近況の確認を行う。 

③ 企業の理解促進 

 障害者雇用への理解と協力のため、情報発信を行うとともに企業と密に意思疎通を図る。 

【成果と課題】 

① ② ４年度からの継続就労者４２９名に加え、新たに５９名の新規就労者の定着支援を開始し   

た。また、５年度は４０名が離職（離職率８.１％。離職理由は体調不良、職場不適応による本

人都合が多く、この傾向は例年と同じである。離職後の進路は表－８参照。）、２８名が転居等

により定着支援を終了し、５年度末現在の就労者数は４２０名となっている（表－７）。本人や

就労先との電話・メール等による状況確認を行い、課題の見られる相談者約５０名（うち新規

就労者５名）に対して職場訪問や関係者会議等を実施したが、１０名が離職となった（前述の

支援対象者以外に、本人都合や事業所閉鎖などの理由により３０名が離職）。課題の見られた相

談者への対応は概ね適切に実施できたが、それ以外の職場訪問は職員体制の都合で、十分に行

えなかったことが多く、課題の早期発見においては課題が残っている。一定期間状況把握がで

きていない相談者は１００名程度だが、支援の優先順位により近況確認は実施できなかった。 

 



③ 職場定着訪問時や就労先への連絡の際に、担当者に対し当センターの求職者の最近の傾向や就

職状況について情報発信を行ったほか、企業の新たな採用活動への取り組みや障害者雇用に対

する考えについてヒアリングを行った。各担当者の話から、令和６年４月以降の法定雇用率の

引き上げを見据えた企業側の意識の高まりが伝わってきており、これまで通り良い関係性が継

続できていると感じている。 

 

表－７．企業就労者数 

＜令和４年度＞ 

 知的障害 身体障害 精神障害 手帳なし 合  計 

令和４年３月３１日現在の 

就労者数       ① 

 

２００名 

 

２６名 

 

１８６名 

 

  ０名 

 

４１２名 

４年度就職者数     ② ２１名 ５名 ４６名 ０名 ７２名 

就労中の転入者数   ③ １名 ０名 ０名 ０名  １名 

４年度離職者数    ④ ６名 １名 ３０名 ０名 ３８名 

登録解除者数（転居等）⑤ ３名 １名 １４名 ０名 １８名 

令和５年３月３１日現在の 

就労者数 

① ＋②＋③－④－⑤ 

 

 

２１２名 

 

 

２９名 

 

 

１８８名 

 

 

０名 

 

 

４２９名 

 

＜令和５年度＞ 

 知的障害 身体障害 精神障害 手帳なし 合  計 

令和５年３月３１日現在の 

就労者数       ① 

 

２１２名 

 

２９名 

 

１８８名 

 

  ０名 

 

４２９名 

５年度就職者数     ② １９名 ４名 ３３名 ０名 ５６名 

就労中の転入者数   ③ ２名 ０名 １名 ０名  ３名 

５年度離職者数    ④ １２名 １名 ２７名 ０名 ４０名 

登録解除者数（転居等）⑤ １２名 ３名 １３名 ０名 ２８名 

令和６年３月３１日現在の 

就労者数 

① ＋②＋③－④－⑤ 

 

 

２０９名 

 

 

２９名 

 

 

１８２名 

 

 

０名 

 

 

４２０名 

 

表－８．離職者と離職後の進路 

 令和４年度 令和５年度 

離職者数 ３８名 ４０名 

離職率 ７.８％ ８.１％ 

 

離職後 

の進路 

 

障害福祉サービス利用 ５名 ５名 

再就職 ５名 ４名 

在宅 ２５名 ３０名 

その他（転居など） ３名 １名 

 

 

５）就労定着支援事業所からの支援引継ぎによる連携 

平成３０年度にスタートした障害福祉サービス事業の就労定着支援事業所の支援期間満了

者（就職後３年６ヵ月）が増えている。就労定着支援事業所より支援引継ぎ依頼があった際

は、対象者の就労状況の確認や課題の整理を行い、安定した就労が継続できるよう支援を実

施する。 

【成果と課題】 

令和５年度、新たに就労定着支援事業所から支援引継ぎ依頼を受けた相談者は６名で、定着支

援の利用期間中に相談者との面談や職場訪問を実施し、スムーズに引き継ぎができた。就労定着



支援事業所から引き継いだ相談者は４年度までと合わせ２２名となったが、うち５名は支援引継

ぎ後に本人都合により離職している。離職者はいずれも昨年度までに引き継いだケースである。 

 

６）地域の社会資源、就労支援関係機関との連携 

市内の障害者の就労が進むよう、関係機関とのネットワークを強化するため、「ほっと就労 

支援連絡会」を年５回実施する。 

【参加機関】市内の一般就労への支援に取り組む事業所、相談支援センター、 

小平市障がい者支援課など２２か所 

【内  容】 ５月    ・・４年度のほっと実施事業の報告 

（相談状況、登録者・就労者状況、委託事業の実績など） 

７月、１１月・・東京障害者職業センター、特別支援学校、医療機関にお 

ける就労支援の取り組み 

９月    ・・企業における障害者雇用への取り組み 

１月    ・・実際に就業している人の体験談 

【成果と課題】 

下記の通り、計画通り年５回開催した。参加者からは障害者雇用の拡充のためできるだけ開催して

ほしいとの意見が聞かれた。 

 ＜令和５年度の開催内容＞ 

５月 ― 令和４年度のほっと実施事業の報告 

（相談状況、登録者・就労者状況、委託事業の実績など） 

  ７月 ― 情報交換会「東京障害者職業センター 多摩支所の支援メニュー」 

（話題提供・・東京障害者職業センター 多摩支所） 

「特別支援学校における進路指導について」 

      （話題提供・・都立あきる野学園 進路担当） 

９月 ― 学習会「障がい者雇用にあたり、支援者に求めたいもの」 

          （講師・・東京ジョブコーチ支援員） 

 １１月  ― 情報交換会「職業センターの支援利用時のポイント」 

（話題提供・・東京障害者職業センター 多摩支所） 

「特別支援学校における進路指導について」 

      （話題提供・・都立あきる野学園 進路担当） 

１月 ― 学習会「就労中の当事者の話を聞く」（講師・・精神疾患のある当事者２名） 

 

２．人材育成 

（１）全職員・・相談支援スキルの向上 

① 相談しやすい雰囲気、傾聴する姿勢を持ち、信頼関係の構築を図る。 

② 職員間の情報共有を強化し、１人の相談者に複数の職員が対応可能な体制を促進することで支

援の効率化を図る。 

③ 障害者雇用にかかわる法制度や地域の社会資源について学習する。 

④ 精神疾患・発達障害のある方への支援に関する研修（オンラインを含む）に参加し、その内容

について職員会議で報告する。 

【成果と課題】 

①②は、１ ―１）に記載。 

③④ 参加した外部研修については職員会議で報告を行ったほか、障害者雇用に関わる法制度や地域

の社会資源について、施設長が講師となって全職員を対象に学習会を実施した。 

＜職員参加の外部研修＞ 

ア．精神保健福祉基礎研修「精神保健福祉施策について」６月（１名） 

イ．精神保健福祉基礎研修「精神科領域の疾病の理解」７月（１名） 

ウ．精神保健福祉基礎研修「大人の発達障害」７月（１名） 

エ．就労支援課題別セミナー「アセスメントの視点を学ぶ」８月（１名）、１１月（１名） 

オ．精神保健福祉基礎研修「精神保健福祉に関わる法律問題」１１月（１名） 



 

（２）経営に関する知識の習得 

月次試算結果を毎月の職員会議で報告し、全職員の経営への関心度の向上をはかる。 

【成果と課題】 

月次試算報告書を毎月の職員会議で報告したほか、委託事業の仕組みについて説明を行った。 

 

３．経営管理 

（１）月次試算結果から経営状態を把握し、計画的な予算執行を行う。 

【成果と課題】 

必要に応じて補正予算を行い、計画的に予算を執行することができた。 

 
（２）節電、消耗品の在庫管理等によりコスト削減に取り組む。 

【成果と課題】 

未使用スペースの消灯等、職員１人ひとりが意識し、徹底が図られている。また、職員が収支

状況に関心を持ち、より安価な消耗品の購入やごみの減量など、コスト削減への意識は継続でき

ていると感じる。 

 

（３）市内の相談支援センターと協力して、市へ委託費の増額要請を行う。 

  【成果と課題】 

令和５年度の委託費の増額について、支援センターあさやけと協力して市の担当者へ正規職員  

１名の増員と職員給与の昇給分の増額要請を行った。職員の増員は認められなかったが、職員給

与の昇給分１７０万円の増額は認められた。 

また、ほっとが小平市より受託している就労支援事業（障害者相談支援事業）の委託料は、こ

れまで小平市との契約において非課税扱いとなっていた。しかし、厚生労働省が自治体向けの事

務連絡において、委託料を消費税の課税対象として取り扱うよう通知しているとの情報があり、 

法人の顧問税理士同席のもとで、小平市障がい者支援課に課税分の負担を市が行うよう要請を行

った。小平市からは令和５年度以降の課税分は小平市が負担するとの回答があったが、４年度以

前３０年度までについてはまだ回答が来ていない。 

        

４．その他の課題・目標 

・企業内訓練事業を安定的に継続させるため、新たに東村山市にある１社とダンボール組立などの軽

作業で業務委託契約を締結し、５年１１月より事業を開始する計画であった。しかし、委託先の事

業所が倒産し、計画が白紙となった。今後、小平商工会に協力を仰ぎ、新たな訓練先を確保できる

よう取り組んでいく予定である。 

 

８ 事故等報告 

１）なし 

 

９ 開所状況 

 １）開所期間    自令和５年４月１日  至令和６年３月３１日 

 ２）開所日数 

 （１）週開所日数  ５日間及び６日間（第２、第４土曜日）  

（２）開所時間   午前１０時～午後７時 

   （３）年間開所日数 ２６６日（令和４年度 ２６６日） 

 

 

 

 

 

 



１０ 支援状況（令和６年３月３１日現在）  

  １）就労支援・生活支援実績   

 ・方法別件数 

 令和４年度 令和５年度 

来所（本人、家族、企業、関係機関） １,０７７           １,０６７ 

電話、メール、ＦＡＸ 

（本人、家族、企業、関係機関） 

 

２,９９０ 

 

２,６３８ 

訪問（企業、関係機関、家庭） １,０８３ １,２６６ 

その他（本人、家族、企業、関係機関と

企業訪問・面接等への同行） 

 

３,０９５ 

 

３,０４６ 

合計（単位：件） ８,２４５ ８,０１７ 

 

・内容別件数 

＜就労支援＞ 令和４年度 令和５年度 

職業相談（就労全般） ２,５５５ ２,４６４ 

就職準備支援（適性、能力の把握等） ２,７９５ ２,６４１ 

職場開拓（障害者雇用への助言等）       ６       １ 

職場実習（通勤支援、実習支援）       ３       ７ 

職場定着支援 

（就労中様子の把握、職場訪問等） 

 

２,５７４ 

 

２,５６８ 

離職支援（諸手続き、調整等） ６１   ５４ 

合計（単位：件） ７,９９４ ７,７３５ 

 

＜生活支援＞ 令和４年度 令和５年度 

日常生活支援（生活リズムの調整等）    ５９ １０１ 

不安や悩みの解消（対人関係相談） ３２ ２７ 

豊かな社会生活を築くための支援 

（余暇支援、福祉サービス利用援助等） 

 

１４２ 

 

１５１ 

将来設計相談 

（自己選択、自己決定に関する相談） 

 

１８ 

 

 ３ 

合計（単位：件） ２５１ ２８２ 

 

２）訓練等実績 

・ 企業実習： １４名（延べ１６回） 

・ 小平市役所実習： 年７０回（延べ１４８日）、訓練参加実人数：６６名 

・ 小平市役所販売： 年４回（計２０日）、訓練参加実人数：２８名 

年間売上：２，４９６，５７０円 

・ 多摩済生園企業内訓練： 年２３１日、訓練参加実人数：２３名 

・ くるめ園清掃訓練： 年３５日（～７月）、訓練参加実人数：１名 

   

３）特別支援学校との連携、支援引継ぎ 

・ 令和５年３月特別支援学校卒業生の支援人数：９名 

（田無７名、青峰学園１名、永福学園１名） 

・ 令和６年３月特別支援学校卒業生の支援人数：１４名 

（田無６名、東久留米４名、青峰学園１名、永福学園２名、東京学芸大附属１名） 

・ 特別支援学校就労支援連絡会参加：３校（田無、東久留米、青峰学園）  


